特定調停申立書
令和　　年　　月　　日
○○簡易裁判所　御中
　　　（当事者の住所・名称）
　　　（代理人の住所・名称）
　　　（相手方債権者の住所・名称）
　　　（利害関係人の住所・名称）
申立の趣旨
　　申立人らの債務額を確定した上，その支払方法の協定を求める。
　　本件については，特定調停手続により調停を行うことを求める。
紛争の要点
１　当事者
(1) 申立人の概況
　ア　主債務者
　　　申立人株式会社○○○○（以下「申立人会社」という。）は，○○市　○○区において，○○事業を営んでいる会社である。
　　申立人会社は，公認会計士作成の財務調査報告書（添付書類３）に記載のとおり，令和○年○月○○日時点において時価ベースで約○億○○○○万円の実質債務超過に陥っており，特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（以下「特定調停法」という。）第２条の「金銭債務を負っている者であって」「債務超過に陥るおそれのある法人」に該当する。
イ　保証人
(ア) 申立人○○○○
　　申立人○○○○（以下「申立人保証人」という。）は，資産目録（添付書類４）及び関係権利者一覧表（添付書類５）に記載のとおり，令和○年○月○○日時点において，申立人会社を主債務者とする○億○○○万○○○○円の連帯保証債務を負担しながら，○○○万○○○○円の資産しか所有しておらず，１か月当たり約○○万○○○○円の収入しかないため，特定調停法第２条の「金銭債務を負っている者であって，支払不能に陥るおそれのあるもの」に該当する。
(イ) 上記原因が生じた理由
　　 　申立人会社が経営危機に陥ったため，破綻を回避するため，全事業をスポンサーに対して事業譲渡を行い，申立人会社を特別清算することになり，連帯保証債務が現実化するからである。
(2) 相手方及び利害関係人
　　相手方は，いずれも申立人会社に対して貸付金債権を有している金融機関であり，利害関係人は上記貸付金の一部を保証している信用保証協会である。相手方及び利害関係人の債権額については，関係権利者一覧表（添付書類５）に記載のとおりである。
２　申立人会社の事業の状況及び概要等
　(1) 事業の内容
　　　申立人会社の事業内容は○○事業である。
　(2) 経歴等
　　　平成○○年○月　　申立人会社設立
　　　平成○○年○月　　○○○○
　(3) 業績推移
　　ア　令和○年○月期
　　　　売上高　　　○億○○○○万円
　　　　営業利益　　　　○○○○万円
　　　　経常利益　　　　　○○○万円
　　　　当期利益　　　　　○○○万円
　　イ　令和○年○月期
　　　　売上高　　　○億○○○○万円
　　　　営業利益　　　　▲○○○万円
　　　　経常利益　　　▲○○○○万円
　　　　当期利益　　　▲○○○○万円

　　ウ　令和○年○月期
　　　　売上高　　　○億○○○○万円
　　　　営業利益　　　▲○○○○万円
　　　　経常利益　　　▲○○○○万円
　　　　当期利益　　　▲○○○○万円

　(4) 役員
　　　代表取締役　○○○○
　　　取締役　　　○○○○
　(5) 従業員（役員を除く）
　　　正社員　　　○○名
　　　非常勤職員　○○名
　(6) 事業所の状況
　　　所在　○○市○○区○○番地
３　申立人会社の発行済みの株式の総数，資本金の額
　(1) 発行済みの株式の総数
　　　○○○株

　(2) 資本金の額
　　　○○○○万円

　(3) 株主
　　　○○○○（代表取締役）　　　　○○○株

　　　○○○○　　　　　　　　　　　　○○株
　　　○○○○　　　　　　　　　　　　○○株
４　申立に至る経緯について
　※再生計画案（添付書類６）を引用するなどして，①窮境の原因，②借入金の返済状況，③再生の方針（自力再生かスポンサー型か），④再生計画の内容等を記載します。
５　経営者保証に関するガイドラインによる整理を求めること
　(1) 申立人保証人は，本調停手続において，次に述べる事情により，平成２５年１２月に公表された「経営者保証に関するガイドライン」（以下「経営者保証ＧＬ」と略称し，経営者保証ＧＬの条項を引用するときは項番の冒頭に「ＧＬ」と表記する。）に基づく保証債務の整理を求める。
　(2) 申立人会社は，中小企業であり，申立人保証人は同社の代表取締役社長である（ＧＬ７(1)，ＧＬ３(1)(2)）。
　(3) 申立人会社は，全事業をスポンサーに対して事業譲渡を行い，新会社のもとで事業の再生を図る予定であり，同時に，御庁に対して特定調停の申立てを行っている（ＧＬ７(1)ロ）。
　(4) 申立人会社は，上記(3)のとおり，事業譲渡により再生を図り，事業譲渡代金を原資として債権者である相手方及び利害関係人（金融機関）の一部返済に充て，特別清算手続において残余の借入金債務の免除を受ける予定である（以下「本再生スキーム」という。）。申立人会社及び申立人保証人は，相手方及び利害関係人（以下，併せて「対象債権者」という。）との間で譲渡価額について協議を重ね，本再生スキームについて対象債権者からおおむね内諾を得ている。
　　　申立人保証人に関しても，後述のとおり，調停条項案（添付書類７）の内容で債務の免除を受けることについて，対象債権者からおおむね内諾を得ている。
　　　よって，申立人会社及び申立人保証人の双方が弁済について誠実であり，対象債権者の請求に応じ，それぞれの財産状況等（負債の状況を含む。）について適時適切に開示している（ＧＬ７(1)イ，ＧＬ３(3)）。
　(5) 申立人保証人には，破産法第２５２条第１項（第１０号を除く。）に規定される免責不許可事由が生じておらず，そのおそれもない（ＧＬ７(1)ニ）。
　(6) 申立人会社及び申立人保証人は，いずれも反社会的勢力ではなく，そのおそれもない（ＧＬ７(1)イ，ＧＬ３(4)）。
　(7) 申立人会社は本再生スキームにより総額○○○○万円を，また，申立人保証人は資産の一部を換価し総額○○○万円を，それぞれ対象債権者に対し按分比例で弁済する予定である〔Ａ〕。
　　　これに対し，申立人会社が破産した場合は，対象債権者に対する配当は見込まれない。また，申立人保証人が破産した場合は，資産目録（添付書類４）のとおり総額○○○万○○○○円を対象債権者に対して配当できるにとどまる見込みである。したがって，申立人会社と申立人保証人の破産により，総額○○○万○○○○円〔Ｂ〕を対象債権者に対して配当できるにとどまる。
　　　〔Ａ〕は〔Ｂ〕を○○○○万○○○○円上回っており（回収見込額の増加額），申立人会社の資産及び債務並びに申立人保証人の資産及び保証債務の状況を総合的に考慮して，主たる債務及び保証債務の破産手続による配当よりも多くの回収を得られる見込みがあるなど，対象債権者にとっても経済的な合理性が期待できる（ＧＬ７(1)ハ）。
　　　そして，調停条項案（添付書類７）によると，残存資産は○○万○○○○円であり，上記回収見込額の増加額を超えるものではない。
６　相手方との交渉の経過等
(1) 申立人会社　
　　 経過報告書（添付書類８）のとおりであり，調停条項案（添付書類７）記載の内容の弁済額の支払いをした上で，残余の債務について特別清算手続において整理を行うことについて，担当者レベルではおおむね理解を得ているので，１回での調停成立を希望する。
 (2) 申立人保証人
　　 申立人保証人は，代理人弁護士を通じて，対象債権者に対して，資産目録（添付書類４）の内容で財産状況を開示するとともに，対象債権者との間で，申立人会社の事業再生及び申立人保証人の保証債務の返済について協議を行った結果，調停条項案（添付書類７）のとおり調停を成立させることについて，おおむね内諾を得られるに至った。
添付書類
１　訴訟委任状
２　資格証明書

３　財務調査報告書
４　資産目録
５　関係権利者一覧表
６　再生計画案
７　調停条項案
８　経過報告書

９　資産に関する表明保証書
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